
９Ａ 特定目的会社及び特定目的信託（ＳＰＣ及びＳＰＴ）関係 

 

 資産の流動化に関する法律（以下「法」という。）第２条第３項に規定する

特定目的会社及び同条第13項に規定する特定目的信託に関する事務処理につい

ては、以下のとおり取り扱うものとする。 

 

９Ａ－１ 業務開始届出、特定目的信託契約締結届出及び変更届出関係 

 

９Ａ－１－１ 管轄財務局長権限の一部の管轄財務事務所長等への内部委任 

 特定目的会社及び特定目的信託契約の受託者たる信託会社等の本店の所在地

が財務事務所又は小樽出張所若しくは北見出張所の管轄区域内にある場合にお

いては、管轄財務局長（福岡財務支局長及び沖縄総合事務局長を含む。以下同

じ。）に委任した権限のうち当該特定目的会社又は信託会社等が提出する届出

書等の受理に関する権限は、当該財務事務所長又は小樽出張所長若しくは北見

出張所長に行わせることができるものとする。 

 なお、これらの事項に関する届出書等は、管轄財務局長あて提出させるもの

とする。 

 

９Ａ－１－２ 業務開始届出及び特定目的信託契約締結届出の受理 

(1) 法第４条の規定に基づく特定目的会社に係る業務開始届出書及び法第225

条の規定に基づく特定目的信託に係る特定目的信託契約締結届出書（以下

「業務開始届出書等」という。）の提出については、下記(2)の確認及び受

理日の確定を行う必要があることから、管轄財務局長等（業務開始届出書等

の受理に係る権限が管轄財務局長より内部委任されている財務事務所長又は

小樽出張所長若しくは北見出張所長を含む。以下９Ａ－１において同じ。）

に原則として直接提出されたものを受け付けるものとする。 

(2) 業務開始届出書等の提出があった場合には、特定目的会社に係る業務開

始届出書については別紙様式１［特定目的会社届出書類チェックリスト］に

従い、特定目的信託に係る特定目的信託契約締結届出書については別紙様式

２［特定目的信託届出書類チェックリスト］に従い、当該届出書の記載事項

及び添付書類に不備がないことを確認し、受理するものとする。 

(3) 受理した業務開始届出書等については、副本に受理年月日、受理番号及

びその他必要事項を第１面右下に記載して届出者に返却し、正本にも副本と

同様に記載して保管する。 

 ① 受理番号は、特定目的会社に係る業務開始届出書と特定目的信託に係る

特定目的信託契約締結届出書のそれぞれにつき、管轄財務局長ごとに受理

した順に１号から一連番号とするものとする。  

 ② 受理番号の（ ）書きには、特定目的会社に係る業務開始届出書にあっ

ては「会」と、特定目的信託に係る特定目的信託契約締結届出書にあって



は「信」と記入するものとする。  

 ③ 業務開始届出書等がその効力を失った場合は、受理番号は欠番とし、補

充は行わないものとする。この場合において当該届出事項を特定目的会社

名簿から除却するものとする。 

 

９Ａ－１－３ 変更届出書の受理 

(1) 法第９条及び第227条の規定に基づく変更届出書についても、業務開始届

出書等と同様、原則として管轄財務局長等に直接提出されたものを受け付け

るものとする。 

(2) 変更届出書の提出があった場合には、別紙様式１［特定目的会社届出書

類チェックリスト］又は別紙様式２［特定目的信託届出書類チェックリス

ト］を参考に、当該変更届出書の記載事項及び添付書類に不備がないことを

確認し、受理するものとする。あわせて次に掲げる事項について留意するも

のとする。 

 ① 特定目的会社に係る変更届出について、新たに取締役、監査役又は重要

使用人になった者が法第70条第１項各号（法第72条第２項及び法第198条

において準用する場合を含む。）のいずれかに該当することが明らかとな

った場合には、届出者に対し、法第218条に規定する違法行為等の是正命

令等の措置を行うものとする。 

 ② 資産の流動化に関する法律施行規則（以下「規則」という。）第28条第

１項に規定する「その他の書類」とは、従前の業務開始届出書及びその添

付書類並びに当該変更届出書の提出の直前に行った検査の報告書の写しと

するものとする。 

   また、変更後の主たる営業所を管轄する管轄財務局長は、従前の業務開

始届出書に新たな受理番号を付記したうえ、当該受理番号を当該変更届出

を行った特定目的会社に別紙様式３により通知するとともに、当該特定目

的会社に係る事項を特定目的会社名簿に登載するものとする。  

(3) 受理した変更届出書については、副本に受理年月日、届出番号に枝番を

付けた受理番号及びその他必要事項を第１面右下に記載して届出者に返却し、

正本にも副本と同様に記載して保管するものとする。 

(4) 資産流動化計画及び資産信託流動化計画（以下「計画」という。）にお

いて、特定資産の取得時期（規則第18条第７号の場合に限る。）や資産対応

証券の発行時期に関して、例えば「業務開始届出提出後１か月以内を予定す

る」と記載してある場合、当該１か月の期間内で当該行為を実施する日が確

定したときは、計画に記載すべき事項が確定したことになり、変更届が必要

になることに留意するものとする。 

また、当該１か月以内に当該行為を実施することが不可能であることが確

定したときは、当該１か月の期間の満了を迎える前に所定の手続を経たうえ

で、変更届により「計画の変更」が実施されなければならないことに留意す

るものとする。特に、特定資産の取得に関しては、「計画の変更」が実施さ

れることなく計画に記載する特定資産の取得が不能となった場合には、解散



事由（法第160条第１項第７号）に該当することにも留意するものとする。 

 

９Ａ－１－４ 業務終了届出及び廃業届出 

(1) 法第10条第１項の規定に基づく資産流動化計画に係る業務終了の届出書

を受理したときは、当該届出書にかかる特定目的会社名簿に、同条第２項に

掲げる事項を明瞭に付記するものとする。なお、当該届出のあった日から３

年間、法第11条の規定に基づく新計画届出がなかった場合は、法第220条の

規定において「解散を命ずることができる」とされていることに留意するも

のとする。 

(2) 法第12条第１項の規定に基づく廃業の届出に添付する書類として規則第

33条本文に規定する「資産流動化計画に基づく業務を結了する方法を記載し

た書類」とは、例えば解散後の清算人による特定目的会社の財産現況調査に

基づき行われる残余財産の分配方法（具体的な分配額を含む。）について記

載した書面、破産管財人が作成した財産目録、貸借対照表及び配当表等に基

づき行われる配当について記載した書面等をいう。 

  

９Ａ－１－５ 届出証明書の発行 

 業務開始届出書を受理した特定目的会社から公的機関に提出する必要がある

等の理由により、その者の届出証明の申請があったときは、別紙様式４により

特定目的会社届出証明を行うものとする。  

 

９Ａ－１－６ 特定目的会社名簿の縦覧 

 法第８条第１項及び規則第24条の規定に基づく特定目的会社名簿の縦覧につ

いては、次により取り扱うものとする。 

なお、氏を改めた者が名簿の縦覧に係る申請をする場合においては、旧氏

（住民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第30条の13に規定する旧氏

をいう。９Ａ－２－５において同じ。）及び名を、申請者の氏名を記載した箇

所に括弧書きで併せて記載することができることに留意する。 

(1) 電子メール等による縦覧 

① 電子メール等で名簿の縦覧に係る申請を受け付けた場合には、申請事項

を確認のうえ、速やかに当該申請に係る名簿を電子メール等で送付する。

ただし、名簿の整理その他必要がある場合は、送付が可能となった段階で、

送付するものとする。 

② 名簿の電子メール等による縦覧に係る申請は、以下の内容が記載された

電子メール等によって受け付けるものとする。 

イ．氏名 

ロ．住所 

ハ．電話番号 

ニ．名簿の送付を希望するメールアドレス 

ホ．職業 

ヘ．縦覧を希望する名簿に係る特定目的会社の商号及び届出番号 



ト．縦覧の目的 

③ 当局の指示に従わない場合は、当該申請に係る名簿の送付を拒否するこ

とができるものとする。 

④ 他の管轄財務局長が届出を受理した会社に係る名簿の縦覧の申請があっ

た場合には、当該会社に係る届出を受理した財務局に対する縦覧の申請が

可能である旨を申請者に伝えるものとする。 

(2) 財務局での縦覧 

① 縦覧の申出があった場合には、別紙様式５による名簿縦覧申請書に所定

事項の記入を求めるものとする。  

② 名簿の縦覧日及び縦覧時間は、次のとおりとするものとする。 

イ．名簿の縦覧日は、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91

号）第１条に規定する行政機関の休日以外の日とする。  

ロ．縦覧時間は、管轄財務局長が指定する時間内とする。  

ハ．名簿の整理その他必要がある場合は、上記の縦覧日又は縦覧時間を変

更することができるものとする。 

③ 名簿は、管轄財務局長が指定する縦覧場所の外に持ち出すことができな

いものとする。 

④ 次に該当する縦覧者の縦覧を停止又は拒否することができるものとする。 

イ．上記①から③までその他当局の指示に従わない者  

ロ．名簿を汚損若しくは破損し、又はそのおそれがあると認められる者  

ハ．他の縦覧者等に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められる者 

⑤ 他の管轄財務局長が届出を受理した会社に係る名簿の縦覧の申出があっ

た場合には、当該会社に係る届出を受理した財務局において縦覧が可能で

ある旨を申出者に伝えるものとする。 

 

９Ａ－２ 届出等に関する定期報告等 

 

９Ａ－２－１ 業務開始届出書等関係 

(1) 受理した業務開始届出書等については、当該業務開始届出書等の第１面

（受理年月日、受理番号及びその他必要事項を第１面右下に記載したもの）

及び第２面の写しを、各月分をまとめて翌月末までに、監督局長あて送付す

るものとする。  

(2) 廃業届出書（法第12条）及び特定目的信託終了届出書（法第228条）につ

いては、受理した都度、当該届出書の写しを監督局長あて送付するものとす

る。  

 

９Ａ－２－２ 事業報告書 

受理した事業報告書（法第216条）については、当該事業報告書及び添付書

類として提出された貸借対照表等に記載された事項を、別途定めるフォーマッ



トに入力し、４月から９月までの間に事業年度が終了する特定目的会社にあっ

ては翌年１月末までに、10月から翌年３月までの間に事業年度が終了する特定

目的会社にあっては７月末までに、監督局長あて提出するものとする。 

 

９Ａ－２－３ 書面・対面による手続きについての留意点 

特定目的会社による当局への申請・届出等及び当局から特定目的会社に対し

発出する処分通知等については、それぞれ情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律（以下「デジタル手続法」という。）第６条第１項及び第７条

第１項の規定により、法令の規定において書面等により行うことその他のその

方法が規定されている場合においても、当該法令の規定にかかわらず、電子情

報処理組織を使用する方法により行うことができることとされている。 

こうしたデジタル手続法の趣旨を踏まえ、同法の適用対象となる手続きに係

る本ガイドラインの規定についても、当該規定の書面・対面に係る記載にかか

わらず、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができるものとする。 

また、経済社会活動全般において、デジタライゼーションが飛躍的に進展し

ている中、政府全体として、書面・押印・対面手続きを前提とした我が国の制

度・慣行を見直し、実際に足を運ばなくても手続きができるリモート社会の実

現に向けた取組みを進めている。 

 金融庁としても、こうした取組みを着実に進めるため、特定目的会社等か

ら受け付ける申請・届出等について、全ての手続きについてオンラインでの提

出を可能とするための金融庁電子申請・届出システムを更改したほか、押印を

廃止するための内閣府令及び事務ガイドライン等の改正を行うこと等により、

行政手続きの電子化を推進してきた。 

更に、民間事業者間における手続についても、「金融業界における書面・押

印・対面手続の見直しに向けた検討会」を開催し、業界全体での慣行見直しを

促すことにより、書面の電子化や押印の不要化、対面規制の見直しに取り組ん

できた。 

このような官民における取組みも踏まえ、本ガイドラインの書面・対面に係

る記載のうち、デジタル手続法の適用対象となる手続きに係るもの以外につい

ても、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方

法により行うことができるものとする。 

以上のような取扱いとする趣旨に鑑み、本ガイドラインの規定に基づく手続

きについては、可能な限り、書面・対面によらない方法により行うことを慫慂

するものとする。 

 

９Ａ－２－４ 申請書等を提出するに当たっての留意点 

 ９Ａ－２－３を踏まえ、特定目的会社等による当局への申請・届出等（公的

機関が発行する添付書類（住民票の写し、身分証明書、戸籍謄本等）を含

む。）については、原則として、金融庁電子申請・届出システムを利用して法

令に定める提出期限までに提出を求めることとする。 

 なお、公的機関が発行する添付書類については、デジタルカメラ、スキャナ



等を用いて記録した事項が不鮮明である等確認に支障がある場合には、原本送

付を求めることとする。また、税・手数料等の納付が必要な手続において、電

子納付以外により納付を受け付ける場合には、別途、税・手数料等の納付を証

する書類の原本送付を求めることとする。 

 

 

９Ａ－２－５ 特定目的会社が提出する報告書等における記載上の留意点 

別紙様式における氏名の記載欄については、氏を改めた者においては、旧氏

及び名を括弧書で併せて記載することができることに留意する。 

なお、法第４条第１項又は法第９条第１項の規定による届出書に旧氏及び名

を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該旧氏及

び名を変更するまでの間、当該旧氏及び名のみを記載することができることに

留意する。 

 

９Ａ－３ 不動産の鑑定評価及び附帯業務の範囲 

 

９Ａ－３ー１ 不動産の鑑定評価の評価額 

法第40条第１項第８号イ及び第122条第１項第18号イの「不動産の鑑定評価

の評価額」には、不動産鑑定評価基準に則った鑑定評価の結果として表示され

た価格のほか、特定資産となる建物が未竣工である場合における当該建物の竣

工を前提として行う価格等調査の結果として表示された当該建物の価格が含ま

れる。 

 

９Ａ－３－２ 附帯業務の範囲 

特定目的会社が行うことができる業務として法第195条第１項に定める「附

帯業務」とは、資産の流動化に係る業務を行う上で必要不可欠な業務でありな

がら、「資産の流動化に係る業務」に該当しないものをいう。例えば、資金の

借入れ（特定借入れを除く。）又は返済、特定資産の鑑定評価依頼等である。 

 なお、「附帯業務」は、業務開始届出書の提出前においても行うことができ

る。 

 

９Ａ－４ 募集等の取扱い等に関する事項 

 

９Ａ－４－１ 顧客の最善の利益を勘案した誠実公正義務（金融サービスの提

供及び利用環境の整備等に関する法律第２条） 

(1) 主な着眼点 

資産対応証券の募集等を行う特定目的会社及び資産対応証券の募集等の取

扱いを行う特定譲渡人並びに受益証券の募集等を行う原委託者（以下、９Ａ



－４－１において「募集等を行う特定目的会社等」という。）が、当該募集

等又は募集等の取扱いに係る業務（以下「募集等業務」という。）を通じて、

社会に付加価値をもたらし、同時に自身の経営の持続可能性を確保していく

ためには、顧客の最善の利益を勘案しつつ、顧客に対して誠実かつ公正にそ

の業務を行うことが求められる。そこで、募集等を行う特定目的会社等が、

必ずしも短期的・形式的な意味での利益に限らない「顧客の最善の利益」を

どのように考え、これを実現するために自らの規模・特性等に鑑み、組織運

営や商品・サービス提供も含め、顧客に対して誠実かつ公正に業務を遂行し

ているかを検証する。 

(2) 監督手法・対応 

立入検査や日常の監督事務を通じて把握された募集等を行う特定目的会社

等の誠実公正義務上の課題については、深度あるヒアリングを行うことや、

必要に応じて法第217 条の規定に基づく報告を求めることを通じて、募集等

を行う特定目的会社等における自主的な業務改善状況を把握することとする。

また、募集等業務の健全かつ適切な運営の確保又は顧客保護の観点から重大

な問題があると認められる場合には、法第218 条の規定に基づく違法行為等

の是正命令を発出する等の対応を行うものとする。さらに、重大・悪質な法

令等違反行為が認められる等の場合には、法第219 条の規定に基づく業務停

止命令等の発出も含め、必要な対応を検討するものとする（行政処分を行う

際に留意する事項は９Ａ－５－１による。）。 

 

９Ａ－４－２ オリジネーターによる資産対応証券の募集等の取扱い及び受益

証券の募集等 

(1) 法第208条第２項の規定に基づく資産対応証券の募集等取扱業務開始届出

書及び法第286条第１項の規定に基づく受益証券の募集等業務開始届出書

（以下「募集等取扱業務開始届出書等」という。）については、原則として

管轄財務局長等（募集等取扱業務開始届出書等の受理に係る権限が管轄財務

局長より内部委任されている財務事務所長又は小樽出張所長若しくは北見出

張所長を含む。）に直接提出されたものを受け付けるものとする。 

(2) 受理した募集等取扱業務開始届出書等については、副本に受理年月日、

受理番号及びその他必要事項を第１面右下に記載して届出者に返却し、正本

にも同じ内容を記載して保管する。 

① 受理番号は、資産対応証券の募集等取扱業務開始届出書と受益証券の募

集等業務開始届出書のそれぞれにつき、管轄財務局長ごとに受理した順に

１号から一連番号とするものとする。 

② 受理番号の（ ）書きには、資産対応証券の募集等取扱業務開始届出書

にあっては「譲」と、受益証券の募集等業務開始届出書にあっては「原」

と記入するものとする。 

③ 募集等取扱業務開始届出書等がその効力を失った場合は、受理番号は欠

番とし、補充は行わないものとする。 

(3) 法第208条の規定に基づく特定譲渡人による資産対応証券の募集等の取扱



いの監督においては、当該特定譲渡人が当該募集等の取扱いにより投資者に

取得させた資産対応証券を当該投資者から買い戻すには、金融商品取引法第

29条の登録（当該特定譲渡人が同法第33条第１項に規定する銀行、協同組織

金融機関その他政令で定める金融機関である場合にあっては、同法第33条の

２の登録）を要する場合もあることに留意するものとする。 

  また、法第286条の規定に基づく原委託者による受益証券の募集等の監督

においては、当該原委託者が当該募集等により投資者に取得させた受益証券

を当該投資者から買い戻すには、金融商品取引法第29条の登録（当該原委託

者が同法第33条第１項に規定する銀行、協同組織金融機関その他政令で定め

る金融機関である場合にあっては、同法第33条の２の登録）を要する場合も

あることに留意するものとする。 

(4) 資産対応証券の募集等又はその取扱いを行う特定目的会社及び特定譲渡

人に係る行為規則等に関する内閣府令（以下「特定譲渡人府令」という。）

第23条第１号及び特定目的信託の受益証券の募集等を行う原委託者に係る行

為規則等に関する内閣府令（以下「原委託者府令」という。）第23条第１号

に規定する「必要かつ適切な措置」とは、金融分野における個人情報保護に

関するガイドライン（以下「金融分野ガイドライン」という。）第８条、第

９条及び第10条並びに金融分野における個人情報保護に関するガイドライン

の安全管理措置等についての実務指針Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及び別添２の規定に基づく

措置とする。 

(5) 特定譲渡人府令第23条第２号及び原委託者府令第23条第２号に規定する

「その他業務上知り得た公表されていない特別の情報」とは、労働組合への

加盟、民族、性生活、個人情報の保護に関する法律施行令第二条第四項に定

める事項、個人情報の保護に関する法律施行令第二条第五項に定める事項、

犯罪により害を被った事実又は社会的身分に関する情報をいい、「適切な業

務の運営の確保その他必要と認められる目的」とは、金融分野ガイドライン

第５条第１項各号に列挙する場合をいう。 

 

９Ａ－５ 行政処分を行う際の留意点 

 

９Ａ－５－１ 行政処分の基準 

監督部局が行う主要な不利益処分（行政手続法第２条第４号に規定する不利

益処分をいう。以下同じ。）としては、①法第218条の規定に基づく違法行為

等の是正命令、②法第219条の規定に基づく業務停止命令、③法第220条の規定

に基づく解散命令があるが、これらの発動に関する基本的な事務の流れを例示

すれば、以下のとおりである。 

(1) 法第217条の規定に基づく報告徴収命令 

① オンサイトの立入検査や、オフサイト・モニタリング（ヒアリング等）

を通じて、特定目的会社の業務の運営が法令に違反し、又は違反するおそ



れがあると認められる場合においては、法第217条第１項の規定に基づき、

当該事項についての事実認識、発生原因分析、改善・対応策その他必要と

認められる事項について、報告を求めることとする。 

② 報告を検証した結果、さらに精査する必要があると認められる場合にお

いては、法第217条第１項の規定に基づき、追加報告を求めることとする。 

(2) 法第217条第１項の規定に基づき報告された改善・対応策のフォローアッ

プ 

① 上記報告を検証した結果、業務の健全性・適切性の観点から重大な問題

が発生しておらず、かつ、特定目的会社の自主的な改善への取組みを求め

ることが可能な場合においては、任意のヒアリング等を通じて上記(1)にお

いて報告された改善・対応策のフォローアップを行うこととする。 

② 必要があれば、法第217条第１項の規定に基づき、定期的なフォローアッ

プ報告を求める。 

(3) 法第218条の規定に基づく違法行為等の是正命令、法第219条の規定に基

づく業務停止命令又は法第220条の規定に基づく解散命令 

検査結果やオフサイト・モニタリング等への対応として、報告内容（追加

報告を含む。）を検証した結果、特定目的会社の業務の運営が法令に違反し

又は違反するおそれがあると認められる場合等においては、次の①から③ま

でに掲げる要素を勘案するとともに、他に考慮すべき要素がないかどうかを

吟味した上で、 

・ 改善に向けた取組みを特定目的会社の自主性に委ねることが適当かどうか、 

・ 改善に相当の取組みを要し、一定期間業務改善に専念・集中させる必要があ

るか、 

・ 業務を継続させることが適当かどうか、 

等の点について検討を行い、最終的な行政処分の内容を決定することとす

る。 

① 当該行為の重大性・悪質性 

イ．公益侵害の程度 

特定目的会社が、資産の流動化に係る市場に対する信頼性を大きく損

なうなど公益を著しく侵害していないか。 

ロ．被害の程度 

広範囲にわたって多数の利害関係人が被害を受けたかどうか。個々の

利害関係人が受けた被害がどの程度深刻か。 

ハ．行為自体の悪質性 

ニ．当該行為が行われた期間や反復性 

当該行為が長期間にわたって行われたのか、短期間のものだったのか。

反復・継続して行われたものか、一回限りのものか。また、過去に同様

の違反行為が行われたことがあるか。 

ホ．故意性の有無 

当該行為が違法・不適切であることを認識しつつ故意に行われたのか、

過失によるものか。 



ヘ．隠蔽の有無 

問題を認識した後に隠蔽行為はなかったか。隠蔽がある場合には、そ

れが組織的なものであったか。 

ト．反社会的勢力との関与の有無 

反社会的勢力との関与はなかったか。関与がある場合には、どの程度

か。 

② 当該行為の背景となった経営管理態勢及び業務運営態勢の適切性 

イ．役員の法令等遵守に関する認識や取組みは十分か。 

ロ．内部監査体制は十分か、また適切に機能しているか。 

③ 軽減事由 

上記①及び②の他に、行政による対応に先行して、特定目的会社が自主

的に利害関係人の利益の保護のために所要の対応に取り組んでいる等とい

った軽減事由があるか。 

(4) 標準処理期間 

法第218条から第220条までの規定に基づき監督上の処分を命ずる場合には、

上記(1)の報告書を受理したときから、原則として概ね１か月（金融庁との

調整を要する場合は概ね２か月）以内を目途に行うものとする。 

（注１）「報告書を受理したとき」の判断においては、以下の点に留意する。  

 イ．複数回にわたって法第217条第１項の規定に基づき報告を求める場

合（直近の報告書を受理したときから上記の期間内に報告を求める場

合に限る。）には、最後の報告書を受理したときを指すものとする。 

 ロ．提出された報告書に関し、資料の訂正、追加提出等（軽微なものは

除く。）を求める場合には、当該資料の訂正、追加提出等が行われた

ときを指すものとする。 

（注２）弁明・聴聞等に要する期間は、標準処理期間には含まれない。  

（注３）標準処理期間は、処分を検討する基礎となる情報ごとに適用する。 

 

９Ａ－５－２ 行政手続法等との関係等 

(1) 行政手続法との関係 

行政手続法第13条第１項第１号に該当する不利益処分をしようとする場合

には聴聞を行い、同項第２号に該当する不利益処分をしようとする場合には

弁明の機会を付与しなければならないことに留意する。 

いずれの場合においても、不利益処分をする場合には同法第14条に基づき、

処分の理由を示さなければならないこと（不利益処分を書面でするときは、

処分の理由も書面により示さなければならないこと）に留意する。 

また、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合には同法

第８条に基づき、処分の理由を示さなければならないこと（許認可等を拒否

する処分を書面でするときは、処分の理由も書面により示さなければならな

いこと）に留意する。 



その際、単に根拠規定を示すだけではなく、いかなる事実関係に基づき、

いかなる法令・基準を適用して処分がなされたかを明らかにすること等が求

められることに留意する。 

(2) 行政不服審査法との関係 

不服申立てをすることができる処分をする場合には、行政不服審査法（平

成26年法律第68号）第82条に基づき、不服申立てをすることができる旨等を

書面で教示しなければならないことに留意する。 

(3) 行政事件訴訟法との関係 

取消訴訟を提起することができる処分をする場合には、行政事件訴訟法

（昭和37年法律第139号）第46条に基づき、取消訴訟の提起に関する事項を

書面で教示しなければならないことに留意する。 

 

９Ａ－５－３ 意見交換制度 

不利益処分が行われる場合、行政手続法に基づく聴聞又は弁明の機会の付与

の手続とは別に、特定目的会社からの求めに応じ、監督当局と特定目的会社と

の間で、意見交換を行うことで、行おうとする処分の原因となる事実及びその

重大性等についての認識の共有を図ることが有益である。 

法第217条第１項の規定に基づく報告徴収に係るヒアリング等の過程におい

て、自社に対して不利益処分が行われる可能性が高いと認識した特定目的会社

から、監督当局の幹部と当該特定目的会社の役員との間の意見交換の機会の設

定を求められた場合（注）であって、監督当局が当該特定目的会社に対して聴

聞又は弁明の機会の付与を伴う不利益処分を行おうとするときは、緊急に処分

する必要がある場合を除き、聴聞の通知又は弁明の機会の付与の通知を行う前

に、行おうとする不利益処分の原因となる事実及びその重大性等についての意

見交換の機会を設けることとする。 

（注）特定目的会社からの意見交換の機会の設定の求めは、監督当局が当該

不利益処分の原因となる事実についての法第217条第１項の規定に基づ

く報告書を受理したときから、聴聞の通知又は弁明の機会の付与の通知

を行うまでの間になされるものに限る。 

 

９Ａ－５－４ 不利益処分の公表に関する考え方 

(1) 法第221条の規定に基づき不利益処分の公告を行う場合は、次の事項を記

載するものとする。 

① 商号 

② 代表者の氏名 

③ 営業所の所在地 

④ 業務開始届出書の受理番号 

⑤ 業務開始届出書の受理年月日 

⑥ 処分の年月日 

⑦ 処分の内容 

(2) 違法行為等の是正命令等の不利益処分については、他の特定目的会社に



おける予測可能性を高め、同様の事案の発生を抑制する観点から、公表によ

り対象特定目的会社の経営改善に支障が生ずるおそれのあるものを除き、処

分の原因となった事実及び処分の内容等を公表することとする。 

 

９Ａ－５－５ 監督処分の通知 

(1) 法第218条から第220条までの規定による監督処分を行った場合は、当該

監督処分に係る通知書の写しを監督局長あて送付するものとする。  

(2) 法第221条の規定による公告を行った場合は、当該公告に係る官報を監督

局長あて送付するものとする。 

 

９Ａ－６ その他 

 

９Ａ－６－１ 所有権の移転の登記の登録免許税軽減に係る証明書の発行 

租税特別措置法第83条の２の２第１項の規定に基づく登録免許税軽減のため

の租税特別措置法施行規則第31条の５第１項に規定する証明書の発行について

は、次のとおり取り扱うものとする。 

なお、租税特別措置法第83条の２の２第１項の規定の適用を受けることがで

きる日は、当該特定資産取得後１年以内であることに留意するものとする。 

(1) 特定目的会社からの証明申請書及び管轄財務局長が発行する証明書は、

別紙様式６によるものとする。 

(2) 申請者に、証明申請書の所定の事項の記入を求めるとともに、当該不動

産の取得日等を確認するため、以下のとおり添付書類の提出を求めるものと

する。 

① 申請者による当該申請に係る不動産の所有権の取得日を確認することが

できるもの。 

また、開発による取得の場合は当該申請に係る不動産の取得日を確認す

ることができるもの。 

・ 不動産売買契約書写し 等 

② 租税特別措置法第83条の２の２第１項第２号の要件を満たすことを証す

る書面 

  ・ 適宜の様式により、当該登記に係る不動産の取得時点における特定不

動産（同項第１号ハに規定する特定不動産をいう。以下同じ。）の価額

の合計額及び特定資産の価額の合計額を明記し、特定不動産の割合が百

分の七十五以上となることを取締役名で証明した書面（同号ロに該当す

る場合には、各特定資産の取得時毎に特定不動産の価額の合計額及び特

定資産の価額の合計額を明記し、当該登記に係る不動産の取得により、

特定不動産の割合が百分の七十五以上となることを取締役名で証明した

書面） 

③ 不動産の登記事項証明書（ただし、登記情報提供サービスを利用して



得られた「照会番号」を添付した場合には、登記事項証明書の添付を省

略することができる。） 

(3) 証明申請書の提出があった場合には、証明申請書の記載事項につき、特

定目的会社名簿、業務開始届出時の添付書類及び証明申請書の添付書類によ

り、次の事項を確認した上で証明書を発行するものとする。 

① 申請者が、法第４条第１項の規定による届出を行った特定目的会社であ

ること。  

② 当該届出時に提出された資産流動化計画に、法第２条第11項に規定する

資産対応証券を発行する旨の記載があること。 

③ 当該届出時に提出された資産流動化計画において特定不動産の価額の合

計額の当該特定目的会社が保有する特定資産の価額の合計額に占める割合

（以下「特定不動産の割合」という。）を百分の七十五以上とする旨の記

載があること。 

④ 当該届出時に提出された資産流動化計画において法第２条第12項に規定

する特定借入れについての定めがあるときは、特定借入れの借入先が特定

出資をした者ではないこと。 

⑤ 別紙様式６に記載された不動産が特定不動産に該当し、次に掲げる要件

のいずれかを満たすものであること。 

 イ 特定不動産の割合が百分の七十五以上であること。 

 ロ 特定目的会社が本ガイドラインに従い証明を受けようとする不動産を

取得することにより、特定不動産の割合が百分の七十五以上となること。 

⑥ 当該不動産の取得日が添付書類により確認することができる日付である

こと。 

(4) 証明申請書に記載された建物の種類欄に倉庫と記載があり、かつ、当該

建物の所有権の取得日が所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第

９号）附則第１条本文に規定する日（平成27年４月１日）前である場合は、

以下の対応を行うこと。 

 ① 申請書に、倉庫以外の床面積の割合の記載があることを確認するものと

する。 

 ② 倉庫以外の床面積の割合を確認するため、国土交通大臣の証明書の添付

を求めるものとする。 

（注１）建物の種類が倉庫のみの場合には、租税特別措置法第83条の２の２

第１項の規定の適用が無いため、証明書の発行は行わないことに留意する

ものとする。 

（注２）開発型の場合には、資産流動化計画の予定される建物の種類に倉庫

の記載がある場合には証明書の発行は行わないことに留意するものとする。 

 

９Ａ－６－２ 不動産取得税の軽減に係る証明書の発行 

地方税法附則第11条第３項の規定に基づく不動産取得税の軽減のための地方

税法施行規則附則第３条の２の８に規定する証明に係る書類の発行については、

次のとおり取り扱うものとする。 



(1) 特定目的会社からの証明申請書及び管轄財務局長が発行する証明書は、

別紙様式７によるものとする。  

(2) 申請者に、証明申請書の所定の事項の記入を求めるとともに、当該不動

産の取得日等を確認するため、以下のとおり添付書類の提出を求めるものと

する。 

 ① 申請者による当該申請に係る不動産の所有権の取得日を確認することが

できる書面。また、開発による取得の場合には当該申請に係る不動産の取

得日を確認できる書面。 

  ・ 不動産売買契約書写し 等 

 ② 地方税法施行令附則第７条第４項の要件を満たすことを証する書面 

  ・ 適宜の様式により、当該登記に係る不動産の取得時点における特定不

動産の価額の合計額及び特定資産の価額の合計額を明記し、特定不動産

の割合が百分の七十五以上となる特定目的会社が当該不動産を取得する

ものであることを取締役名で証明した書面（同項第２号に該当する場合

には、各特定資産の取得時毎に特定不動産の価額の合計額及び特定資産

の価額の合計額を明記し、当該登記に係る不動産を取得することにより

特定不動産の割合が百分の七十五以上となる特定目的会社が当該不動産

を取得するものであることを取締役名で証明した書面） 

 ③ 不動産の登記事項証明書（ただし、登記情報提供サービスを利用して得

られた「照会番号」を添付した場合には、登記事項証明書の添付を省略

することができる。）  

 (3) 証明申請書の提出があった場合には、証明申請書の記載事項につき、特

定目的会社名簿、業務開始届出時の添付書類及び証明申請書の添付書類によ

り、次の事項を確認した上で証明書を発行するものとする。 

① 申請者が、法第４条第１項の規定による届出を行った特定目的会社であ

ること。 

② 当該届出時に提出された資産流動化計画に、法第２条第11項に規定する

資産対応証券を発行する旨の記載があること。 

③ 当該届出時に提出された資産流動化計画において法第２条第12項に規定

する特定借入れについての定めがあるときは、特定借入れの借入先が特定

出資をした者ではないこと。 

④ 当該届出時に提出された資産流動化計画において特定不動産の割合を百

分の七十五以上とする旨の記載があること。 

⑤ 別紙様式７に記載された不動産が地方税法施行令附則第７条第４項に規

定する次に掲げる要件のいずれかを満たすものであること。 

イ 特定不動産の割合が百分の七十五以上である特定目的会社が取得する

ものであること。 

ロ 特定目的会社が本ガイドラインに従い証明を受けようとする不動産を

取得することにより、特定不動産の割合が百分の七十五以上となる特定

目的会社が取得するものであること。 

⑥ 当該不動産の取得日が添付書類により確認することができる日付である



こと。 

 

９Ａ－６－３ 特定の社債的受益権に係る特定目的信託の終了に伴い信託財産

を買い戻した場合の不動産取得税の非課税に係る証明書の発行 

地方税法第73条の７第４号の２に規定する不動産取得税の非課税についての

証明書の発行については、次のとおり取り扱うものとする。  

(1) 特定目的信託の原委託者からの証明申請書及び管轄財務局長が発行する

証明書は、別紙様式８によるものとする。  

(2) 申請者に、証明申請書の所定の事項の記入を求めるとともに、当該財産

の取得日等を確認するため、以下のとおり添付書類の提出を求めるものとす

る。  

① 申請者による当該申請に係る不動産の所有権の取得日を確認することが

できるもの。  

・ 売買契約書の写し等 

② 地方税法第73条の７第４号の２ロの要件を満たすことを証する書面  

・ 特定目的信託に係る信託契約の契約書の写し（変更があった場合に限

る。） 

・ 適宜の様式により、特定目的信託に係る信託契約の信託財産として譲

渡された特定資産が、当該特定目的信託の効力が生じた時から当該特定

目的信託に係る信託契約の終了の時まで引き続き原委託者において一般

に公正妥当と認められる会計の慣行に従い、受託信託会社等への譲渡が

なかったものとして会計処理が行われているものであることを公認会計

士等が原委託者の会計帳簿を確認し、証明した書面 

（注１）当該会計処理が行われていることを公認会計士等が原委託者の

会計帳簿により確認することができない場合には、財務局長は、証明

書の発行を行わないことに留意するものとする。 

（注２）財務局長は、証明書の発行に当たり原委託者の会計帳簿を確認

する必要がある場合には、原委託者の会計帳簿の写しの提出を求める

ものとする。 

・ 地方税法施行令第37条の14の３第２項第２号に掲げる要件に該当する 

場合には、規則第116条の２第２号の書面（変更があった場合に限る。） 

③ 地方税法第73条の７第４号の２ハの要件を満たすことを証する書面  

・ 適宜の様式により、特定目的信託の効力が生じた時から引き続き原委

託者及び当該特定目的信託の社債的受益権を有する者のみが当該特定目

的信託の信託財産の元本の受益者であることを原委託者名で証明した書

面 



・ 社債的受益権以外の信託の受益権に係る法第235条第１項の権利者名

簿（変更があった場合は、変更前の内容を含む。）の写し 

④ 不動産の登記事項証明書（ただし、登記情報提供サービスを利用して得

られた「照会番号」を添付した場合には、登記事項証明書の添付を省略す

ることができる。） 

⑤ 不動産の賃貸借契約書の写し等 

(3) 証明申請書の提出があった場合には、証明申請書の記載事項につき、特

定目的信託に係る信託契約の届出時の添付書類、当該信託契約の締結後に提

出された全ての特定目的信託に係る信託契約の契約書の副本又は謄本、規則

第116条の２第２号の書面の写し（当該権利が受託信託会社等に付与されて

いた場合に限る。）、資産信託流動化計画の変更届出書類及び証明申請書の

添付書類により、次の事項を確認した上で証明書を発行するものとする。  

① 申請者が、法第225条第１項の規定による届出が行われた特定目的信託に

係る信託契約の原委託者であって、当該特定目的信託の効力が生じた時か

ら当該信託契約の終了の時まで引き続き委託者であること。 

② 特定目的信託に係る信託契約の契約書に法第230条第１項第２号に規定す

る社債的受益権の定めがあること。 

③ 特定目的信託に係る信託契約において、社債的受益権の元本を当該信託

契約の効力が生じた日から20年以内に償還を完了することとしていること。 

④ 特定資産について、特定目的信託の効力が生じた時から当該特定目的信

託に係る信託契約の終了の時まで引き続き原委託者において一般に公正妥

当と認められる会計の慣行に従い受託信託会社等への譲渡がなかったもの

として会計処理が行われていること。 

⑤ 特定資産について、特定目的信託に係る信託契約において原委託者によ

り受託信託会社等から買い戻されなければならない旨が定められているこ

と、又は特定目的信託に係る信託契約の締結に際し受託信託会社等が当該

特定資産を原委託者に売り戻すことができる権利を当該原委託者が当該受

託信託会社等に付与していること。 

⑥ 特定目的信託の効力が生じた時から当該特定目的信託の終了の時まで引

き続き原委託者及び当該特定目的信託の社債的受益権を有する者のみが当

該特定目的信託の信託財産の元本の受益者であること。 

⑦ 別紙様式８に記載された不動産は、特定目的信託の信託財産に属する不

動産で、当該特定目的信託の効力が生じた時に受託信託会社等が原委託者

である申請者から当該特定目的信託の信託財産として取得したものであっ

て、当該受託信託会社等から当該申請者に賃貸されていたものであること。 

⑧ 申請者による受託信託会社等からの別紙様式８に記載された不動産の取



得は、特定目的信託に係る信託契約の終了の時における原委託者である当

該申請者による買戻しであること。 

⑨ 別紙様式８に記載された不動産の買戻しの日（取得日）が添付書類によ

り確認することができる日付であること。  


